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Americans committing offenses in Japan shall be tried by the Americans Consul-
General or Consul, and shall be punished according to American laws. Japanese 
committing offenses against Americans shall be tried by the Japanese authorities, 







になっているのに対して、米国文では ʻAmericans committing offenses in 





























































Americans, committing offenses against Japanese, shall be tried in American 
Consular Courts, and when found guilty, shall be punished according to American 
law.
Japanese, committing offenses against Americans, shall be tried by the Japanese 
authorities, and punished according to Japanese law （①）.
The Consular Courts shall be open to Japanese creditors, to enable them to 
recover their just claims against American citizens, and the Japanese Courts shall in 
like manner be open to American citizens, for the recovery their just claims against 
Japanese （②）.
All claims for forfeitures or penalties for violations of this treaty, or of the articles 
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regulating trade, which are appended hereunto, shall be sued for in the consular 
courts, and all recoveries shall be delivered to the Japanese authorities （③）.
Neither the American and Japanese governments are to be held responsible for the 
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される日本領事に、在米日本人に対する裁判管轄を設定することになる
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
ということ
0 0 0 0 0
、これである。
このようにすることで米国側領事裁判と日本側の領事裁判とが完全対
称の形をなし、均衡のとれた措置となって問題は何ら生じないはずで
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あった。
徳川幕府は安政五ヶ国条約を始めとして、その後、ベルギー、プロイ
セン、オーストリア・ハンガリー等の諸国と修好通商条約を取り結んで
いた。そしてその内容もさまざまであった。明治新政権はこれら旧幕府
が諸外国と締結したさまざまな通商条約について、それらを整理した統
一的な新条約に再締結することを目指して、明治四年三月、統一通商条
約草案を作成した。起草にあたったのは明治政府の法律専門家であった
神田孝平と津田真道であった。
この新条約草案では、領事裁判権の問題は次のようになっていた。ま
ず、従来と同様の外国側の領事裁判権について記載された後、次の条項
が「新加」すなわち新規の条項として設けられている43）。
「第十一条　
日本政府の路引を帯有せし日本人は、某国又は某属地にありて其政府
の保護を受くべし。尤も其費用は日本政府これに任ずべし。
もし其もの罪を犯すことあらば、其地又は其近国にある日本官吏に引
渡すべし。尤も其費用は日本政府これに任ずべし」
日本政府の発行するパスポートを所持する日本人は外国において、当
該政府の保護を受けることが出来る。もしその日本人が罪を犯したなら
ば、当該地にある日本官吏に引き渡すこと、としている。
これすなわち在外日本人の犯罪に対する属人的処置を規定するもので
あり、日本国内における外国側の領事裁判権と対称の形をなす、相互的
な属人主義裁判管轄の姿を示している。旧幕府において修好通商条約を
締結した時に、予見されていたであろう相互主義的裁判管轄の姿を具現
43） 下村冨士男『明治初年条約改正史の研究』（吉川弘文館、一九六二）八八、九九
頁。
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したものであったと言えよう。
しかしながら、明治政府内部においてこのような条約改正案を作成し
ていたにも関わらず、この改正案が公式に外国側との条約改正交渉の俎
上に乗せられた形跡は見当たらない。
明治政府はこの後、正式に諸外国との条約改正交渉に入る。すなわち
同年一一月に日本を発った岩倉遣米欧使節が、諸外国と明治政府との間
に行われる条約改正交渉の魁をなすことになるが、これらの交渉におけ
る領事裁判権問題の取り扱いは、如上の相互的属人主義裁判管轄の方式
ではなく、端的に外国の領事裁判権の撤廃という方針であった。
前記の条約草案と岩倉使節の方針との食い違いの理由については、今
後さらに究明が進められるべきであるが、使節代表の岩倉具視その人が
強硬な領事裁判権撤廃論者であった事実と無関係ではないであろう44）。ま
た世界における国際法の趨勢が属人主義から属地主義へと転換していた
という状況判断もあったことであろう。
いずれにしても明治国家は主権国家としての立場から属地主義的裁判
管轄を主張し、諸外国の領事裁判権の撤廃を目指すこととなった。しか
しながら、この立場を取ることによって従来、幕府が取ってきた属人主
義的裁判管轄の原理と相反することとなり、幕府が諸外国と締結してき
た一連の国際条約をもって「不平等条約」と非難し攻撃することとなっ
たのである。
44） 明治二（一八六九）年二月、岩倉の意見書「外交・会計・蝦夷地開拓意見書」
（『日本近代思想大系　対外観』岩波書店、一九八八）
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むすびに
安政五年に締結された日米修好通商条約をはじめとして、その後、英
仏蘭露の四国ともほぼ同内容を取り結んで成立した安政五ヶ国条約を指
して、外国側の圧力に屈して受け容れを余儀なくされた「不平等条約」
と規定してきた従来の歴史認識は端的に誤りとされなければならない。
従って同条約をふくむ幕末の国際関係を「不平等条約」体制などと称
するのは、歴史の認識を過つものと言わざるを得ないであろう。
他方、幕末の一連の国際条約が不平等条約ではないことを正しく指摘
しながら、明治時代になってそれらが不平等条約として喧伝された問題
を、旧幕府の落ち度として非難し、明治新政府の正当性を標榜せんがた
めに仕組まれた言
ディスコース
説上の問題として位置づけてしまった議論も妥当とは
言えない。
「不平等条約」問題は、イデオロギー上の政治操作の問題ではなく、ま
ぎれもなく実体論的課題として明治日本に突きつけられ、明治国家が総
力をあげてその改正に取り組まなければならない法的権利の問題であっ
たのである。
明治政府は当初、領事裁判権の問題について改正条約草案を作成し、
そこでは属人主義的相互主義による解決を目指していたが、程なくこれ
は撤回され、国内法の整備－それは西洋法への同化に他ならなかったが
－による、領事裁判権の撤廃という属地主義的問題解決の方向へと転換
した。それは結果として、国内法の整備、近代化という正攻法的な問題
解決となったと言うことができるであろう。
［関税自主権の喪失問題］
「不平等条約」論のもう一つの事項である、関税自主権の喪失といわれ
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る問題について付言する。既に多くの識者が指摘していることであるが、
関税問題も通商条約を締結した時点では、決して不平等という性格のも
のではなかった。ハリスはその日記に、関税問題について自分は幕府側
に有利な関税率を提案するつもりであることを記している45）。
すなわち、海外貿易が幕府にとって利益多きものであることを示し、
もって＜通商条約＞の締結を幕府側に説得するための手段とした。実際、
＜通商条約＞で示された輸入関税は従価基準で5～35%という高関税率
であり、しかも税率改定の権限も幕府側に与えられていた。
それが5%の低率固定関税とされたのは慶応二（一八六六）年の改税
約書からのことであり、文久二（一八六二）年に薩摩藩がその道中行列
を横断したイギリス人を「供割り」の侵害行為と見なして殺害した生麦
事件と、その翌三年に長州藩が攘夷決行と称して関門海峡を通行する外
国船に対して砲撃を加えた下関砲撃事件という二つの事件に対する賠償
金支払いを幕府が肩代わりすることとなり、関税権を引き当てにせざる
を得なかったという事情によることであった。
このように日米修好通商条約をはじめとする一連の国際条約は、その
締結当初は決して不平等条約ではなかった。それが明治の時代に移行す
るなかで不平等条約化していくという性格のものであった。安政五ヶ国
条約のすべてについて言えることであった。それ故に、幕末の国際関係
を「不平等条約」体制などと称することは、歴史の認識を誤るものと断
じなければならない。速やかに改められるべきものであることを強調し
たく思う。
不平等を言うならば最恵国約款の問題だけが残ることになるかも知れ
ない。一連の国際条約の締結において日本側が終始、受け身であったこ
45） ハリス『日本滞在記』
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とからこれは止むを得ないことであろう。しかしそれであっても、裁判
権について完全相互主義を貫いた日露間の条約においては、日露修好通
商条約46）において最恵国約款もまた相互性が明文化されていたことを最
後に述べておきたい。
（付記）本稿の作成に際しては、本学法学部の諸先生より種々御助言、御
教示を賜わった。記して謝意を表わすものです。
46） 『幕末外国関係文書』二〇－三二一。その第一六条に「此後、他国のものに許
容せる廉は、猶予なくロシア国へも免ずべし。ロシア国に於ての日本人も同様
たるべし」と規定する。
